
















































































































































た際，憲法第９条の英文訳に関して「第２項冒頭にあたる For	 the	 above	purpose（上記
の目的のため）が，『日本が必要なら再軍備をする』，『将来日本が国連に加盟し，国連警








































（21）	 The	 JCS	 to	 the	 President.	 July26,1946.p.４	 ,President’s	 Secretary	 File,	 Box135,the	 Harry	 S.	 Truman	
Library.



































































































































































































































































































































































0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
，且つその目的のため必要相当な範囲の実力部隊
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
を設ける
ことは，何ら憲法に違反しない」とした上，「自衛隊は外国からの侵略に対処するという
任務を有するが，こういうものを軍隊というのならば，自衛隊も軍隊ということもできる」
が，「かような実力部隊を持つことは，憲法に違反しない」（64）と記されていた。
　ここで注意すべきなのは，上記した林の答弁及び政府見解が共に，日本を自衛する手段
として，「警察力」，「自衛目的のために必要な範囲の実力部隊」等の表現を用い，「戦力（軍
隊）」という表現を（「自衛を任務とする組織も軍隊と呼び得る」との譲歩を示しつつ）回
避している点である。そして同時に，法制局が吉田内閣時に出した「戦力に関する見解」
（前出）に示した「憲法第９条の下では戦力（軍隊）とは異なる自衛力の保持が認められる」
という論理との整合性が顕著に示されていた。
（63）	 『第21回国会衆議院予算委員会議録第１号』1954年12月21日，15頁。
（64）	 大村清一・防衛庁長官の答弁。『第21回国会衆議院予算委員会議録第２号』1954年12月21日，１頁。
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　この見解をめぐる政府・与党間の協議では，鳩山内閣の重光葵・副総理兼外相が「自衛
目的の軍隊は合憲である」との立場から強く反発したが，法制局側は「憲法第９条の下で
保持を許される『戦力』には自衛目的の見地からする限界がある」との主張を譲らず，結
局，他の閣僚から法制局側に同調する声も上がり，意見の収束が図られるに至った（65）。
　これに先立ち，1953年の３月に衆議院総選挙が行われた際，重光らは改進党を結成し，
「自衛軍の創設」を訴えて選挙戦に臨んだものの，結果は選挙前の85議席から45議席へと
後退していた。他方，吉田内閣の与党であった自由党は「再軍備への反対，自衛力の漸増」
を掲げた結果，全体の過半数を割り込んだものの第１党の座に留まり，吉田内閣が継続し
た。また，「再軍備への反対」を強く標榜する左派・右派の社会党が，それぞれ54議席か
ら72議席，57議席から66議席へと伸ばすなど一定の勢力を占めていた。このように，有権
者が「戦力や自衛軍の保持」に強い拒否感を示す中で，鳩山首相自身も，政権の座に就い
た前後から，次の総選挙で与党に逆風が吹くのを懸念して，「再軍備」に論及するのを避
けるようになっていた（66）。
　このような中，1955年４月，米国政府は，新たな対日政策の方針を決定・採択した。そ
こには，「米国は日本に対して，その政治的・経済的安定を侵害してまで軍事力を増強す
るのは避けるべきである」（67）として，大規模な「自衛軍」の創設を強く求めず，「憲法第
９条と自衛隊の併存」という吉田内閣時代に形成された路線の継続を容認するという姿勢
が示されていた。
結論
　第２次世界大戦の終結後から冷戦の勃発前後までの日本政府は，憲法第９条，一定の軍
事組織（警察予備隊，保安隊，自衛隊等），及び旧安保条約を関連させ，日米両国の協力
による日本の防衛，及び米国に対する日本防衛の（事実上の）対価としての軍事基地提供
等の便宜供与を図るという形での安全保障政策を選択した。それは，日本を「軍事面での
補佐役」と位置付ける米国の安全保障政策と，かなりの程度合致するものであった。
　そして，法制官僚は，憲法・条約・法令等への解釈を通じて，安全保障政策を運用する
に際しての理論上の根拠を提示する役割を担い続けた。その過程では，上記した諸法規の
制定・改廃が，（主に国会を媒体として）政治家と有権者との間でなされる一種の「専権
事項」とされ，官僚がその実現に向けた具体策を形成する，という上下関係を基本として
進められた。そして，この構造が所与のものとして揺るがない限り，法制官僚の提示した
諸法規等への解釈作業は，「政治にとって都合の悪いことをしないと共に，自分の意見を
明確にしない」（68）という，官僚に固有とも言い得る行為規範の枠内で進められた。
　こうした解釈作業は，原則として「戦争と戦力の放棄」を規定した憲法第９条と，事実
上「戦争と戦力の行使」を内容とする自衛隊や安保条約の規定とを両立させるため，極め
て多様な文言の定義を駆使して進められた。しかし，その際には，「自衛力」，「海外派兵」，
（65）	 林修三「法制局長官生活10年」『時の法令』1964年12月３日号，21−22頁。
（66）	 『朝日新聞』1954年12月21日。
（67）	 NSC5516−１,“U.	S.	Policy	Toward	Japan”April19,1955.	DNSC −5,1.
（68）	 下河辺淳（元国土庁事務次官）の発言。『朝日新聞』2012年４月４日。
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「国連軍」等の定義が極めて曖昧なままに放置され続けた。それは，日米両国間の軍事協
力や日本の軍事面における対米便宜供与を，一層拡大し得る要因となっていたのである。
─　 ─107
〔抄　録〕
　第２次世界大戦の終結後から冷戦の勃発前後までの日本政府は，憲法第９条，一定の軍
事組織（警察予備隊，保安隊，自衛隊等），及び旧安保条約を関連させ，日米両国の協力
による日本の防衛，及び米国に対する日本防衛の（事実上の）対価としての軍事基地提供
等の便宜供与を図るという形での安全保障政策を選択した。それは，日本を「軍事面での
補佐役」と位置付ける米国の安全保障政策と，かなりの程度合致するものであった。
　そして，法制官僚は，憲法・条約・法令等への解釈を通じて，安全保障政策を運用する
に際しての理論上の根拠を提示する役割を担い続けた。こうした解釈作業は，原則として
「戦争と戦力の放棄」を規定した憲法第９条と，事実上「戦争と戦力の行使」を内容とす
る自衛隊や安保条約の規定とを両立させるため，極めて多様な文言の定義を駆使して進め
られた。
　しかし，その際には，「自衛力」，「海外派兵」，「国連軍」等の定義が極めて曖昧なまま
に放置され続けた。それは，日米両国間の軍事協力や日本の軍事面における対米便宜供与
を，一層拡大し得る要因となっていたのである。
